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平成２６年労第６３５号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する｡ 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号。以下「労災保険法」という。）

による休業補償給付を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというに

ある。 

２ 経  過 

請求人は、Ａ県Ｂ市所在のＣの代表者であったところ、平成○年○月○日、同

市所在の会社Ｄ（以下「会社」という。）からの依頼を受け、従業員２名と共に下

水管清掃作業中、高圧洗浄機のノズルが請求人の頭部に当たり負傷した（以下「本

件事故」という。）。 

請求人は、負傷当日、Ｅ病院に受診し「脳挫傷、頭蓋骨骨折」（以下「本件傷病」

という。）と診断され、入院加療した。請求人は、その後、Ｆ病院に転医し、入院

療養後、再びＥ病院に転医し、通院加療した。 

請求人は、本件傷病は業務上の事由によるものであるとして、監督署長に休業

補償給付の請求をしたところ、監督署長は、請求人は労災保険法上の労働者とは

認められないとして、これを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたところ、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄

却したので、請求人は、更にこの決定を不服として、再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 
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第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人が労災保険法上の労働者と認められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人及び請求代理人（請求人及び請求代理人を併せて、以下「請求人ら」

という。）は、本件事故当時、請求人は会社に雇用された労災保険法上の労働者

であったと主張する。 

（２）請求人は、本件の休業補償給付の請求理由について、「このたび労災請求した

理由については、私も弟も息子も会社の労働者という認識ではありませんが、

あくまでも会社の指揮命令のもとで行った作業であり、私自身が自営業者とし

て指揮命令していた現場でなく、労務員として入った現場で労災がかかってい

ると思ったからです。」と述べている。また、請求人は、Ｃの代表者であり、取

引先としては、会社の外、ＧやＨから頼まれて労務提供した旨、会社から依頼

があった場合であっても、他の仕事が入っている時は断ることもあった旨、そ

して、Ｃ独立時から所得税は個人事業主として青色申告をしていた旨申述して

いる。 

（３）請求人がＣの代表者であることは、請求人の妻も上記陳述書で述べており、

会社社員Ｉも、「会社の人は請求人のことを『社長』と呼んでいましたのでＣの

事業主だと思っていた。」と申述している。 

（４）そうすると、請求人は、自他共に認めるＣの代表者であることは争いのない

事実であると判断せざるを得ない。請求人らは、請求人が、本件事故時は会社

の労働者であったことを、会社からの指揮監督などを理由に縷々主張するが、

元請、下請の請負関係がある以上、元請事業場である会社から指示を受けるこ

とは当然のことであり、このことを根拠に本件事故時には、会社の労働者であ

ったという請求人らの主張を採用することはできない。 
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（５）なお、請求人のような代表者が仕事中に被災した災害については、本来的に

労災保険の関与するところではないが、代表者自らも経営する会社の従業員と

同じような作業する場合は、任意であるが、様々な要件を前提に労災保険法第

３３条等に基づく特別加入が認められており、本件傷病の労災補償がなされる

とすれば、この特別加入によるものであることを付言する。 

３ 以上のとおりであるので、請求人は労災保険法上の労働者であるとは認められ

ず、請求人の本件傷病について同法による保険給付の対象とすることはできない。  

 したがって、監督署長が請求人に対してした休業補償給付を支給しない旨の処

分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


